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Abstract
  While the population of Japan is decreasing while the elderly population continues 
to increase, the aging rate reaches 27.3%. At the same time as the aging of society 
progresses, the number of active employees who support society is also decreasing, the 
burden of each employee increases in the workplace, while the average age of employees 
in the workplace has risen with the aging I am facing many problems. It is necessary 
to carry out work in a limited labor force and it is a problem as to how each active 
individual generation can tackle its own health more than ever. Purpose; It aims to clarify 
the actual state of physical activity amount by scene and propose intervention to promote 
the physical activity of employee of Company A. Target and Method; In this study, 
we targeted 84 people for worker age 22 to 66 who work in A company. Result; In the 
state of satisfaction of the physical activity amount, 43.6% of the whole satisfied physical 
activity of 23 Mets · hour / week. Since it is not easy to carry out physical activity, 
it is desirable to develop an environment that can positively tackle physical activities 
throughout the workplace at work scenes.
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Ⅰ．緒言
我が国は、総人口が減少している一方
で 65 歳以上の高齢者人口は増加を続けて
おり、高齢化率は 27.3％（平成 28（2016）
年 10 月 1 日現在）に達した 1）。世界でも
類を見ない速度で高齢化が進んでおり、高
齢者対策が喫緊の課題となっているが、15
～ 64 歳に当たる生産年齢人口（現役世代）
減少が加速している点も深刻な問題となっ
ている。現役世代の人口は、平成 7（1995）
年にピークを迎え、その後減少に転じ、現
在も減少が続いている 1）。高齢化が進むと
同時に、社会を支える現役世代の減少も進
んでおり、職場においては従業員一人一人
の負担が増加する一方で、高齢化に伴って
職場における従業員の平均年齢が上昇する
など多くの問題に直面している。限られた
労働力の中で業務を遂行することが必要と
なっており、これまで以上に現役世代一人
一人が自身の健康にどう取り組むかという
点が課題となっている。
近年、身体不活動は全世界の死者数に対
する 4 番目の危険因子として認識され始め
ており、身体不活動の割合は日本だけでな
く、多くの国で増加傾向にある 4）。日常の
身体活動量を増やすことで、メタボリック
シンドロームや循環器疾患、糖尿病、がん
といった生活習慣病の発症及びこれらを原
因として死亡に至るリスクや、加齢に伴う
生活機能低下のリスクと下げることができ
ると示されており、身体活動は健康づくり
に欠かすことのできない生活習慣であり、
総合的な観点から身体活動を推奨する重要
性は高いと言える 5）。
そこで本研究では、事例研究として、M
県 A 社の従業員を対象に場面別の身体活
動量の実態を明らかにし、A 社従業員の身
体活動を促進させるための介入を提案する
ことを目的とする。
Ⅱ．方法
１．対象者及び調査時期
今回対象とした企業 A 社は M 県の県庁
所在地にあり、JR 駅から徒歩 10 分、地下
鉄駅から徒歩 5 分、バス停から徒歩 1 分の
場所に立地している。10 階建オフィスビ
ルの 1 階～ 5 階にオフィスを構え、延床面
積は約 5062㎡である。業種としては、製
造メーカーの子会社であり、メーカーが製
造した商品の販売や保守などを行う卸売業
である。289 名の従業員が在籍しており、
うち男性が 224 名、女性が 65 名と男性が
77.5％を占める。職種形態としては、デス
クワークが中心の職と、販売や保守等の営
業職に大きく分けられる。勤務時間は 9 時
から 17 時半であり、日によっての変動は
あるが、営業職は朝礼終了直後から外回り
へ向かう職種である。
2016 年 12 月に実施した「健康測定会」
において調査を実施した。募集方法は、企
業の担当者を通して A 社従業員 289 名全
員に社内メール及び社内掲示板で「健康測
定会」実施を呼びかけ、測定内容を周知し
た。賛同が得られ参加した者 84 名に当日、
①本調査の趣旨（生活習慣の実態調査であ
ること）、②調査への参加は任意であるこ
と、③本調査は研究以外の目的では使用し
ないこと、④匿名での調査であることにつ
いて、研究者が書面と口頭で説明した。調
査について、参加した 84 名（22 ～ 66 歳）
から賛同が得られ、自記式質問紙調査及び
体組成測定を実施した。自記式質問紙の回
答に欠損があった者を除いた 74 名のうち、
女性の参加が 19 名と少なかったことから、
今回は女性を除外した男性 55 名（65.5％）
を分析対象者とした。なお、本研究を実施
するにあたっては、事前に「仙台大学研究
倫理審査委員会」の承認を得た（承認番号
28-24）。
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２．調査内容
調査は、自記式質問紙により個人属性
（年齢、婚姻状況、世帯収入、学歴、職業
形態、職種）、生活習慣（喫煙習慣、飲酒
習慣、外食頻度、中食頻度、主観的健康感）
及び、世界標準化身体活動質問票（Global 
Physical Activity Questionnaire；GPAQ）
11）を用いて、身体活動量を調査した。また、
肥満度関連指標として BMI 及び、体脂肪
率を調査した。体脂肪率の測定には、体成
分分析装置 Inbody S10（（株）Inbody 社製）
を用いた。
３．統計解析
対象者の属性及び生活習慣については、
割合（％）を算出した。身体活動の特性に
ついては、GPAQ より得られた仕事場面、
移動場面、余暇場面の回答から、総身体活
動時間及び各場面別（仕事場面、移動場面、
余暇場面）の身体活動時間を平均値±標準
偏差または割合（％）で示した。
身体活動量の充足状況を確認するため
に、仕事場面及び余暇場面では、高強度活
動を「8メッツ相当」、中等度活動を「4メッ
ツ相当」、移動場面を「4 メッツ相当」と
し 12）、週における身体活動量（メッツ・時）
を算出した。先行研究を参考 13）にし、各
身体活動の強度（メッツ）に時間（分）を
乗じ、60（分）で除すことで週の身体活動
量（メッツ・時）を算出した。算出された
数値より、「健康づくりのための身体活動
基準 2013」で設定されている 23 メッツ・
時／週を満たしている者（充足群）と満た
していない者（非充足群）の 2 群に分け、
総身体活動時間及び各場面別（仕事場面、
移動場面、余暇場面）の身体活動時間を平
均値±標準偏差で示した。
身体活動量と肥満度評価との関連を検討
するため、23 メッツ・時／週を満たして
いる者（充足群）と満たしていない者（非
充足群）の 2 群の BMI 及び体脂肪率の比
較を行った。統計処理には、独立 T 検定
を用いた。
職種形態による身体活動の違いも予測さ
れることから、内勤者（管理職、技術職、
事務職、製造職）と外勤者（営業職、販売職）
の 2 群間の比較を行った。総身体活動時間
及び各場面別（仕事場面、移動場面、余暇
場面）の身体活動時間を平均値±標準偏差
で示した。統計処理には、独立 T 検定を
用いた。
統計解析には IBM SPSS Statistics ver.19
を使用し、統計処理の優位水準は 5％未満
とした。
Ⅲ．結果
１．対象者の特性
1）個人属性及び生活習慣
表 1 に本研究の分析対象となった 55 名
の属性及び生活習慣を示した。平均年齢
は 46.8 ± 10.95 歳であり、全体の 81.8％が
既婚者、60.0％が世帯収入 500 万円以上、
74.5％が大学・大学院卒以上であった。対
象者全員がフルタイムの勤務であり、管理
職、技術職、事務職、製造職に当たる内
勤者は 49.1％、営業職、販売職に当たる外
勤者は 50.9％であった。生活習慣について
は、全体の 49.1％が喫煙者、32.7％が週 5
日以上の飲酒習慣者、72.7％が定期的な外
食利用者であり、36.4％が定期的な中食利
用者であった。主観的健康感については、
74.6％が「健康である」「まぁ健康である」
の健康群に該当した。
2）身体活動量及び座位時間
身体活動及び座位時間の特性を表 2 に示
した。対象者 55 名のうち全体の 92.7％（51
名）が平均的な 1 週間において、1 回につ
き少なくても 10 分以上続けて中等度の強
度以上の身体活動を実施しており、総身体
活動時間は 358.5 ± 321.1 分であった。仕
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事場面での中等度の強度以上の身体活動実
施者は全体の 20％（11 名）で 24.7 ± 71.3
分であった。移動場面での中等度の強度以
上の身体活動実施者は全体の 89.1％（49 名）
で 24.7 ± 71.3 分であった。余暇時間での
中等度の強度以上の身体活動実施者は全体
の 56％（31 名）で 140.4 ± 207.6 分であっ
た。平均的な1週間での1日の座位時間は、
312.0 ± 207.1 分であった。
3）肥満関連指標
肥満関連指標の特性を表 3 に示した。
BMI による肥満度の判定では、「過体重・
肥満」に該当したものが 9.5％であった。
体脂肪率による肥満判定では、「やや高い」
27.0％、「高い」12.2％と肥満傾向にある者
が 39.2％であった。
２．身体活動の充足状況における比較
1）充足状況における各身体活動時間
23 メッツ・時／週の充足状況と各活
動時間の比較を表 4 に示した。充足群は
43.6％（n=24）であり、総身体活動時間
は 620.6 ± 324.8 分であった。場面別にみ
ると、仕事場面で 42.5 ± 98.9 分、移動場
面で 287.3 ± 187.6 分、余暇場面で 290.8 ±
240.5 分であった。一方、非充足群は 56.4%
（n=31）であり、総身体活動時間は 155.7
± 103.3 分であった。場面別にみると、仕
事場面で 11.0 ± 37.5 分、移動場面で 120.8
± 102.2分、余暇場面で23.9± 50.7分であっ
た。充足群において、非充足群よりも、総
活動時間、移動場面、余暇場面の身体活動
が多い傾向が示された（p<0.05）。仕事場
面では、有意差は認められなかった。
表 1．個人属性及び生活習慣
表 2．身体活動・座位時間の特性
表 3．肥満度関連指標特性
表 4．身体活動の充足状況における各身体活動時間
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2）充足状況における肥満関連指標
23 メッツ・時／週の充足状況と肥満関
連指標との比較を表 5 に示した。BMI に
ついて、充足群で 23.0 ± 2.17kg ／㎡、非
充足群で 23.3 ± 2.66kg ／㎡であった。2
群間での有意な差は認められなかった。体
脂肪率についても、充足群で 19.3 ± 4.9％、
非充足群で 21.3 ± 5.7％であった。2 群間
での有意な差は認められなかった。
３．職種間における各身体活動時間の比較
内勤群（管理職、技術職、事務職、製
造職）と外勤群（営業職、販売職）の 2 群
間における各活動時間の比較を表 6 に示し
た。内勤群は 49.1％（n=27）であり、総
身体活動時間は 312.6 ± 251.5 分であった。
場面別にみると、仕事場面で23.7± 82.4分、
移動場面で 160.4 ± 105.6 分、余暇場面で
128.5 ± 179.2 分であった。一方、外勤群
は 50.9%（n=28）であり、総身体活動時間
は 402.9 ± 380.7 分であった。場面別にみ
ると、仕事場面で 25.7 ± 61.9 分、移動場
面で 225.4 ± 206.3 分、余暇場面で 151.8 ±
238.0 分であった。総活動時間、仕事場面、
移動場面、余暇場面すべての場面において
有意な差は認められなかった。
４．結果のまとめ
1） 身体活動量の充足状況では、全体の
43.6％が 23 メッツ・時／週の身体活動
を満たしていた。
2） 充足状況における各場面の身体活動時
間の比較では、総身体活動時間及び各
活動場面（仕事、移動、余暇）での身
体活動時間の比較では、充足群におい
て非充足群よりも総活動時間、移動場
面、余暇場面の身体活動が多い傾向が
示された（p<0.05）。仕事場面では、有
意差は認められなかった。
3） 充足状況と肥満関連指標との比較では、
BMI、体脂肪率ともに有意な差は認め
られなかった。
4） 職種間での各場面の身体活動時間の比
較では、総身体活動時間及び各活動場
面（仕事、移動、余暇）での身体活動
時間の比較では、内勤群、外勤群とも
に総活動時間、仕事時間、移動場面、
余暇場面の身体活動時間に有意な差は
認められなかった。
Ⅳ．考察
本研究は企業 A 社の従業員が身体活動
量促進に向けて意識を向け、積極的に身体
活動に取組めるよう適切な介入をするため
の身体活動の実態を調査した研究である。
まず始めに、平均した 1 週間において少な
くとも 10 分以上続けて中等度以上の強度
の身体活動を実施している者の割合は、全
体で 92.7％（51 名）であった。場面別に
みると、仕事場面で 20.0％（11 名）、移動
場面で 89.1％（49 名）、余暇場面で 56.0％
（31 名）であった。愛媛県松山市におけ
る日本人成人を対象とした GPAQ を用い
た身体活動の調査 9) において、中等度以
上の強度の身体活動を実施している者の
割合は場面別に仕事場面 29.4％、移動場
面 43.4％、余暇場面 42.0％と報告されてお
り（但し、有職率は 81.6％である）、本対
象者は、特に移動場面での身体活動を積
極的に実施している割合が多い傾向があ
ることが分かった。「健康づくりのための
表 5．充足状況における肥満関連指標
表 6．職種間における各身体活動時間
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身体活動基準 2013」で示されている身体
活動量の基準 23 メッツ・時／週の充足状
況は、充足群が 43.6％（n=24）、非充足が
56.4％（n=31）であった。対象者の半数以
上が身体活動量の基準を満たしていないこ
とが明らかとなった。国際標準化身体活
動質問票（International Physical Activity 
Questionnaire；IPAQ）の短縮版を用いた
男性勤労者を対象とした研究では 10）、23
メッツ・時／週の身体活動を満たしている
者が 42.2％であり、今回の調査対象者の結
果も同じ傾向が示された。日本人の身体活
動量は概ね 15 ～ 20 メッツ・時／週であり、
この身体活動量では生活習慣病及び生活機
能低下のリスク低減の効果を統計学的に確
認できないと報告されている 11）。一方、身
体活動量が 22.5 メッツ・時／週より多い者
では、生活習慣病及び生活機能低下のリス
クが有意に高いことも報告されている 11）。
本調査の対象者において、23 メッツ・時
／週の充足群は非充足群よりも移動場面及
び余暇場面の身体活動時間が有意に多い傾
向が示された。仕事場面での身体活動時間
に差が示されなかったことから、充足群に
おいては、勤務時間以外の休日や退勤後等
に積極的に身体活動を実践していることが
示唆された。職種間における身体活動時間
の比較でも、内勤群及び外勤群の 2 群間の
身体活動時間に有意な差が認められなかっ
たことから、職種形態が個人の身体活動量
に影響しないことも示唆され、支援者の介
入においては、職種に関わらず全従業員に
対しての身体活動を推進することに取組む
必要があることが分かった。既に移動場面、
余暇場面に身体活動を実施できている者も
いるが、身体活動を実施することは容易で
はないため、仕事場面に職場全体で積極的
に身体活動に取り組める環境を整備してい
くことが望まれる。A 社においては、オ
フィスの一部において歩幅を意識した歩行
を実施するためのウォーキングカーペット
が導入される等、少しずつ従業員の健康づ
くりに視点を置いた職場づくりが進められ
ている。従業員の身体活動促進を目指す上
で、「職場づくり」の視点が重要である 3）。
従業員にとって職場は 1 日の中で多くの時
間を過ごす場であり、個人の働きかけに加
えて「従業員が身体活動を増やし、運動し
やすい職場づくり」という視点をもつこと
で、より効果的・効率的な事業を展開する
ことが可能となる。エレベーターではなく
階段を利用した移動を促すことや、休憩時
間に身体活動（例えば、オフィス周辺を散
歩する）を促すこと等、身近な取り組み易
い事例を従業員へ周知する手段を整備する
ことにも大きな意味がある。身体活動が 1
メッツ・時／週増加するごとに生活習慣及
び生活機能低下のリスクが 0.8％減少する
と報告されている 11）。これは、1 日 2 ～ 3
分の身体活動増加で 0.8％のリスク減であ
り、10 分で 3.2％のリスク低減が期待でき
る 3）。「健康づくりのための身体活動指針
（アクティブガイド）12）」において、10 分
でも、現在の身体活動量を少しでも増やす
ことが推奨されている。今回の調査では、
1 週間において少なくとも 10 分以上の中
等度以上の身体活動を実施していないもの
が 7.3％（n=4）いることも明らかとなっ
た。身体活動量には個人差が大きく、現在
の身体活動が少ない人に対して、23メッツ・
時／週という基準を達成することは現実的
ではない 3）。そのような人に対しては特に、
上述したような取組で 1 日 10 分でも多く、
職場内での身体活動を実施することは重要
である。基準を充足していた者は、移動場
面及び余暇場面において積極的に身体活動
を実践していた。特に余暇場面の身体活動
について、勤労者を対象とした身体活動と
抑うつの関連に関する研究 9）によると、余
暇場面での身体活動が多い集団では、1 年
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後の抑うつ発生が少なかったことが報告さ
れている。健康日本 21（第 2次）2）では、「こ
ころの健康づくり」として、自殺者の減少
や心理的苦痛を感じる者の割合の減少、メ
ンタルヘルス対策に取組む企業の割合増加
等を目標に掲げている。仕事場面に限らず、
全ての生活場面における身体活動の促進に
ついても積極的に提案していく意義があ
る。
今回の調査は、A 社の従業員を対象に
実施した「健康測定会」で得られたデータ
を基に分析をしたが、本測定会の参加者が
全従業員の 29.1％のみであったことにも着
目しなければいけない。今後の展開として
は、企業全体で健康づくりを推進して行く
にあたり、関心を示さなかった 70％の方々
にも積極的に参加を促していく方策の検討
も重要であると言える。また、今後はより
正確に身体活動量を把握するために、活動
量計を用いた客観的な調査を取り入れるな
どして展開していくことが望ましいと考え
る。
A 社従業員の身体活動の促進に向けて
「従業員が身体活動を増やし、運動しやす
い職場づくり」という視点にまず重きを置
き、全ての生活場面で身体活動実施が促進
されるよう健康運動指導士の立場から提言
を述べたい。
Ⅴ．提言
ライフステージに応じた健康づくりを推
進するに当たって、各世代が 1 日の時間を
多く過ごす場で効率よく実践することが大
切だと考える。乳幼児期であれば家庭、学
童期では学校、青年期・壮年期では職場、
高齢期では地域がその場だと想定される。
そう考えると、職場における仕事場面の身
体活動の促進に具体的に取組むことが必要
である。まずは、身体活動実施の重要性を
従業員全体へ伝わるよう、意識向上のため
の情報発信を行う。情報発信に有効なツー
ル（メール、WEB掲示板、回覧版、朝礼等）
を整理し、定期的な情報発信を行う。発信
内容については、健康運動指導士などの専
門家と連携し、身体活動の促進に向けた有
効な情報を提供していくことが望まれる。
環境整備の視点からは、すでに導入されて
いるウォーキングカーペットを有効に活用
し、歩幅を意識した歩行を実践する者の増
加を目指すなどが考えられる。また、社内
で 10 分間の歩行につながるようなウォー
キングロード（特別な設備の導入ではなく、
通過ポイントを地図上で示す）等を作り、
ウォーキングカーペットの活用により身に
付いた理想の歩幅で休憩時間等に実践でき
るようにする。身体活動量の個人差が大き
いことも把握できたため、仕事時間に「こ
まめに歩く」、「階段を使用する」、「遠くの
トイレを使う」等、現在の身体活動量より
も少しでも増やすことも健康づくりにつな
がることも周知していく。これについても
情報発信ツールを精査し、有効に発信して
いくことが望まれる。
職場において、健康づくりをテーマにし
た講演会等を行うことも意識向上につなが
る。一回限りのイベント的な開催にならな
いよう、定期的にワークショップ型で継続
的に個人の健康づくりに寄与できる内容が
大切である。職場での身体活動の促進によ
り、仕事時間以外での身体活動の促進も期
待できる。A社は JR駅から徒歩 10 分、地
下鉄駅から徒歩 5 分、バス停から徒歩 1 分
の公共交通機関にアクセスしやすい環境で
あり、職場で発信した情報により、通勤時
間を使って有効に活用し、実践することで、
身体活動量の更なる増加につながる。一日
を通して無理なく行える身体活動促進のた
め、まずは有効な情報発信から始め、従業
員全体の促進されるよう意識向上に向けた
介入から実施して行くことが望まれる。
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今回は A 社の身体活動の促進に向けた
事例として取り扱ったが、今後も日本社会
全体で企業における勤労者の健康という観
点は更に重要視されていくであろう。A 社
の取組みを他の企業にも発信し、それぞれ
企業の特性を考慮しながら、他社との比較
の中で健康増進の取組が更に広まっていく
ような仕組みづくりにも取り組んでいきた
い。
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